
 

経 済 産 業 省 

 

２０１５０３０９貿局第５号 

輸出注意事項２７第３号 

経済産業省貿易経済協力局 
 
「絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書の申請手続等につい

て」の一部を改正する規程を次のとおり制定する。 
 

平成２７年３月２５日 
 
 
 

経済産業省貿易経済協力局長 宗像 直子 
 
 
 

「絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書の申請手続 
等について」の一部改正について 

 
 
「絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書の申請手続等につい

て」（昭和５５年１１月１日付け輸出注意事項５５第１７号）の一部を別紙の

新旧対照表のとおり改正し、平成２７年４月１日から施行する。 

 なお、「絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書の申請手続等に

ついて」の一部を改正する規程（以下「改正規程」という。）の施行の日から

平成２７年４月３０日までの間は、改正規程の改正前の規程に基づく旧別紙様

式について、改正規程の新別紙様式にかかわらず、なおこれを使用することが

できるものとし、提出先について、改正規程の新提出先にかかわらず、経済産

業省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課野生動植物貿易審査室に輸出承認申

請書の提出ができるものとする。 
 
 
 



 
（別紙） 

「絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書の申請手続等について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分）＜改正案＞ 
○絶滅のおそれのある野生動植物等に係る輸出許可書の申請手続等について（昭和５５年１１月１日付け輸出注意事項５５第１７号） 

改 正 後 現 行 
Ⅰ・Ⅱ （略） 
 
Ⅲ 輸出許可申請等 
 １ 輸出許可書等の申請手続等  

（１） 輸出許可書等の様式及び提出先 
        対象貨物に該当する貨物に係る輸出承認申請に添付すべき輸出許可書等の申

請をしようとする者は、別紙様式１－（１）に定める輸出許可書等２通を次に

掲げる表の左欄の「貨物の種類」の区分に応じ、右欄に掲げる「提出先」（以下

「担当課室」という。）に提出するものとする。 

貨物の種類 提出先 
（略） （略） 
対象貨物のうち、サボテン科全種、そてつ科全種

（人工的に繁殖されたものに限る。）、ゆり科アロ

エ属全種、らん科全種（人工的に繁殖されたもの

に限る。）及びさくらそう科シクラメン属全種 

経済産業局（通商事務

所を含む。）及び沖縄総

合事務局の商品輸出担

当課 
 

 

（２）輸出許可書等の添付書類 

（イ）～（ト） （略） 

（チ） 再輸出する動植物等であって、輸入の際の性質及び形状が変わっていない

ものにあっては、残高を証する書面（別紙様式２）及びその写し 各１通 

なお、当該書面は上記（ト）の相手国政府当局が発行した書面ごとに１通

ずつ作成すること。 
   （リ）・（ヌ） （略） 

（３） （略） 

２ 輸出許可書等の記載要領 
（１） 通則 
（イ） （略） 

Ⅰ・Ⅱ （略） 
 
Ⅲ 輸出許可申請等 
 １ 輸出許可書等の申請手続等 

（１） 輸出許可書等の様式及び提出先 
       対象貨物に該当する貨物に係る輸出承認申請に添付すべき輸出許可書等の申

請をしようとする者は、別紙様式（１）に定める輸出許可書等２通を次に掲げ

る表の左欄の「貨物の種類」の区分に応じ、右欄に掲げる「提出先」（以下「担

当課室」という。）に提出するものとする。 

貨物の種類 提出先 
（略） （略） 
対象貨物のうち、サボテン科全種、そてつ科全種

（人工的に繁殖されたものに限る。）、ゆり科アロ

エ属全種、らん科全種（人工的に繁殖されたもの

に限る。）及びさくらそう科シクラメン属全種であ

って、加工品以外のもの 

経済産業局（通商事務

所を含む。）及び沖縄総

合事務局の商品輸出担

当課 

 

（２）輸出許可書等の添付書類 
（イ）～（ト） （略） 

   新設 
 
 

 
（チ）・（リ） （略） 

（３） （略） 
２ 輸出許可書等の記載要領 
（１） 通則 
（イ） （略） 



 
（ロ） 記載事項が多い場合は、別紙様式１－（２）Continuation sheet 又は別紙

様式１－（３）Inventory sheetを使用し、輸出許可書等に貼付する。 
（ハ） （略） 

  （２）～（１７） （略） 

３ 輸出許可書等の事務取扱い 
（１） 輸出許可書等の処理 
（イ） （略） 
（ロ） 上記（イ）により輸出許可書等を受理した担当課室は、前記１の（３）の 

（イ）に定める審査基準については、受理案件ごとに、次の表の区分に応じ

て、輸出許可書等の写しを添えて、書面により、関係省に対して、当該輸出

が当該動植物の種の存続を脅かすものであるか否かにつき、助言を求めなけ

ればならない。ただし、関係省から当該動植物の種の存続に係る助言につい

て、包括同意を得ている場合を除く。 
条約の附属書による区分 関  係  省 

（略） （略） （略） 
（略） （略） 

植物界 （略） （略） 
木本類 農林水産省林野庁森林整備部森

林利用課 
 

（ハ） 担当課室は、当該輸出許可申請の内容が本邦からの再輸出に係るものであ

って、輸入の際の性質及び形状が変わっていないものであるときは、以下の

いずれかの処理を行った後、提出者に返却するものとする。 

 
 

 
① 最初の再輸出であるときは、前記１の（２）の（ヘ）の原本の裏面及び同

（チ）又は下記Ⅳの１により提出された通関済み輸入申告書の原本の裏面及

び残高を証する書面に、絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関

する条約日本国管理当局の印（以下「日本国管理当局印」という。）を割り印

した後、残高を証する書面に輸出許可番号及び許可年月日を記載し、担当者

（ロ） 記載事項が多い場合は、別紙様式（２）Continuation sheet 又は別紙様式

（３）Inventory sheetを使用し、輸出許可書等に貼付する。 
（ハ） （略） 

  （２）～（１７） （略） 

３ 輸出許可書等の事務取扱い  
（１） 輸出許可書等の処理 
（イ） （略） 
（ロ） 上記（イ）により輸出許可書等を受理した担当課室は、前記１の（３）の 

（イ）に定める審査基準については、受理案件ごとに、次の表の区分に応じ

て、輸出許可書等の写しを添えて、書面により、関係省に対して、当該輸出

が当該動植物の種の存続を脅かすものであるか否かにつき、助言を求めなけ

ればならない。ただし、関係省から当該動植物の種の存続に係る助言につい

て、包括同意を得ている場合を除く。 
条約の附属書による区分 関  係  省 

（略） （略） （略） 
（略） （略） 

植物界 （略） （略） 
木本類 農林水産省林野庁森林整備部研

究・保全課 
 
   （ハ） 担当課室は、当該輸出許可申請の内容が本邦からの再輸出に係るものであ

るときは、前記１の（２）の（ヘ）又は下記Ⅳの２により提出された通関済

み輸入申告書の原本の裏面に当該申請に係る内容を次の例により記述し、担

当課室長又はその直近下位の者の署名、絶滅のおそれのある野生動植物の種

の国際取引に関する条約日本国管理当局の印（以下「日本国管理当局印」と

いう。）を押した後、提出者に返却するものとする。 
 
 
 
 
 



 
による署名又は押印を行う。 

② 次回以降の再輸出であるときは、前記１の（２）の（チ）又は下記Ⅳの１

により提出された残高を証する書面に、輸出許可番号及び許可年月日を記載

し、担当者による署名又は押印を行う。 
 

（削る） 
 
 

 
 
 
 

（ニ）～（リ） （略） 
（２）～（４） （略） 
（５） 輸出許可実績報告書及び輸出許可書等の提出 

経済産業局及び沖縄総合事務局の担当課室は、当該担当課室が行った輸出許

可書等の許可実績について、暦年分を取りまとめの上、別紙様式（３）による

報告書１通を当該暦年終了の日から１ヶ月以内に輸出許可書等の写しを添えて

野生動植物貿易審査室に提出するものとする。 
Ⅳ 特 例 

 １ 条約発効前に既に輸入された貨物が再輸出される場合における輸出許可書等の取扱

い 
   対象貨物であって、輸出許可書等に昭和５５年１１月３日以前に、本邦に輸入され

ていたことを証する通関済み輸入申告書の原本及び残高を証する書面（別紙様式２）

（輸入の際の性質及び形状が変わっていないものの輸出に限り提出を要するものとす

る。）並びに写し各１通を添付して申請のあったときは、前記Ⅲの１の（２）及び

（３）の規定にかかわらず、担当課室は輸出許可書等の交付を行うものとする。 
 ２ （略） 
Ⅴ （略） 

 

別紙様式１－（１） 

 

 
 
 

 
 

商 品 名  
輸 出 数 量  
輸 出 許 可 書 番 号  
許 可 年 月 日  
署 名  

 
（ニ）～（リ） （略） 

（２）～（４） （略） 
（５） 輸出許可実績報告書及び輸出許可書等の提出 

経済産業局及び沖縄総合事務局の担当課室は、当該担当課室が行った輸出許

可書等の許可実績について、暦年分を取りまとめの上、別紙様式（４）による

報告書１通を当該暦年終了の日から１ヶ月以内に輸出許可書等の写しを添えて

野生動植物貿易審査室に提出するものとする。 
Ⅳ 特 例 

 １ 条約発効前に既に輸入された貨物が再輸出される場合における輸出許可書等の取扱

い 
   対象貨物であって、輸出許可書等に昭和５５年１１月３日以前に、本邦に輸入され

ていたことを証する通関済み輸入申告書の原本（輸入の際の性質及び形状が変わって

いないものの輸出に限り提出を要するものとする。）及び写し１通を添付して申請のあ

ったときは、前記Ⅲの１の（２）及び（３）の規定にかかわらず、担当課室は輸出許

可書等の交付を行うものとする。 
 ２ （略） 
Ⅴ （略） 
 
別紙様式（１） 
 



 
別紙様式１－（２） 

 

別紙様式１－（３） 

 

別紙様式２ 

残 高 を 証 す る 書 面 

 

  輸入申告番号：                            

 

※輸入数量には、輸出国（再輸出国）が発行したＣＩＴＥＳに記載されている輸出（再輸出）数量を記載してください。 

 

①    商品名：            （学名：                ）     

 
Permit No.:                           

 
※輸入数量（A）:           

 

輸出許可番号 許可年月日 輸出数量（B） 残数量（A-B） 署名 

     
     
     
     
     

 
②    商品名：              （学名：                 ）     

 
Permit No.:                           
 
※輸入数量（A）:           
 

輸出許可番号 許可年月日 輸出数量（B） 残数量（A-B） 署名 

     
     
     
     
     

 

別紙様式３ 

別紙様式（２） 
 
別紙様式（３） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別紙様式（４） 

 


